
港湾事業の再評価項目調書

事業名（箇所名） 防波堤整備事業（浜田港 福井地区）

実 施 箇 所 島根県浜田市

該 当 基 準 再評価実施後一定期間が経過している事業（経過措置）

主 な 事 業 の 諸 元 防波堤（新北）

事 業 期 間 事業採択 平成10年度 完了 平成2９年度

総 事 業 費 ( 億 円 ) 202 残 事 業 費 ( 億 円 ) 104

目 的 ・ 必 要 性 冬期波浪等に対しても、必要となる浜田港の機能を確保するため、防波堤を整
備する。

便 益 の 主 な 根 拠 海難事故等による損失の回避
輸送コスト削減（平成３０年予測取扱貨物量：５９万ﾄﾝ/年）

事 業 全 体 の 基準年度 平成23年度

投 資 効 率 性 B：総便益 767 Ｃ：総費用 213 全体Ｂ／Ｃ 3.6
(億円) (億円)

B－Ｃ 55４ EIRR(%) 12.2

残事業の投資効率性 B：総便益 272 Ｃ：総費用 87 継続Ｂ／Ｃ 3.1
(億円) (億円)

感 度 分 析 事業全体のＢ／Ｃ 残事業のＢ／Ｃ
需 要（-10％～+10％） （3.2～4.0） （2.8～3.4）
建 設 費（+10％～-10％） （3.5～3.8） （2.8～3.5）
建設期間（+10％～-10％） （3.6～3.6） （3.1～3.2）

事 業 の 効 果 等 当該事業を実施することにより、避難水域を確保することで、海難事故による
損失の回避に資することができる。また、年間を通じて安全かつ効率的な浜田港
の利用が可能になることで、輸送コストの削減が図られる。

社会情勢等の変化 ・平成20年7月、ロシアとの貨物船航路（RORO船）開設。
・浜田港周辺の道路ネットワークの整備の進展と、それに伴う背後地域の企業進
出・設備投資の活発化。

主な事業の進捗状況 総事業費202億円、既投資額98億円。平成2２年度末現在 事業進捗率49％

事業の進捗の見込み 平成2９年度に完成予定

コスト縮減や代替案 ・一般的な中詰材より比重の大きいニッケルスラグ（建設副産物）を活用し、ケ
立 案 等 の 可 能 性 ーソン全体の単位体積重量を増加させる。加えて、ケーソン上部に斜面構造を採

用することにより、ケーソン断面の縮小を図る。
・防波堤の堤頭部の形状、安定性を水理模型実験にて検証し、消波ブロックの設
置形状を工夫することでブロック使用量を減少させ、コスト縮減を図る。

対応方針（原案） 継続

対 応 方 針 理 由 十分な事業の投資効果が確認されているため。

そ の 他 （その他の指標による評価）
・年間を通じて浜田港で安全かつ効率的な荷役が可能となることにより、他地域
（瀬戸内海側等）で震災が起きた際のリダンダンシー（日本海側から太平洋・瀬

戸内地域の物流ルート）確保に寄与する。
・港内静穏度の確保により、荷役作業時間の短縮が図られる。
・安全な入出港航路が確保される。
・冬期風浪等による港内施設及び港湾関連施設の被災リスクを低減する。

、 。・滞船や寄港順序変更の解消に伴い 化石燃料節約と排気ガスの減少に寄与する
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浜田港福井地区
防波堤（新北）整備事業再評価

浜田港福井地区
防波堤（新北）整備事業再評価

平成２３年８月

国土交通省 中国地方整備局
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1．事業位置図

重要港湾

赤字 本評価対象港湾

事業位置

浜田市

福井地区

長浜地区

浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

N

N

鳥取港境港

三隅港

浜田港

鳥取県

島根県

浜田港
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【1号岸壁(水深7.5m×1ﾊﾞｰｽ)】

【2号岸壁(水深5.5m×1ﾊﾞｰｽ)】

コンテナ荷役状況

セメント荷役状況

石材荷役状況

【4号岸壁(水深7.5m×1ﾊﾞｰｽ)［耐震］】

２．浜田港（福井地区）の２．浜田港（福井地区）の利用状況利用状況

福井地区

浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

【3号岸壁(水深14m×1ﾊﾞｰｽ)】

貯炭場

原木荷役状況

石炭荷役状況

※便益対象施設※便益対象施設

※便益対象施設とは、本プロジェクトの整備により港内静穏度が向上することで、年間を通じて安全かつ効率的な利用が可能となる施設を示す。
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３３．浜田港の．浜田港の利用状況①利用状況①
浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

・浜田港の周辺海域には、年間約１２，０００隻の船舶が航行。

・日本海の海域では、年間約11回避泊が必要となる荒天にみまわれる。※港湾投資の評価に関する解説書 より

・例年、浜田港周辺海域でも海難事故が発生している。

◆浜田港周辺を航行する船舶の状況◆浜田港周辺を航行する船舶の状況

海難事故発生場所

15件98件
平成22年

海難事故発生件数

浜田港周辺第八管区内

第八管区内の主な海難事故

・ 波のうねりをうけて船舶が転覆、沈没

・ 船から海中への転落
・ 出航した船舶と錨泊中の船舶等が衝突

・ 浅瀬等への座礁
・ 船舶の機関故障による運航障害の発生

等

( 第八管区海上保安本部公表資料より ）

船舶海難事故で浸水した船舶の例

（浜田海上保安部 HPより）

＜浜田港周辺における貨物船の航行状況＞

浜田港

港湾統計（平成21年）より作成

浜田港周辺海域
断面交通量：

約12,000隻/年※

※本事業の避泊対象とする100～3,000GT級内航商船の交通量
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浜田港全体の取扱貨物量の推移

910 916 883
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完成自動車
79.3%

非金属鉱物
4.6%

紙・パルプ
4.4%

糸及び紡績
半製品
3.9%

再利用資材
3.5%

その他
4.2%

H22年
輸出量

 54千トン
原木
59.1%

石炭
27.1%

化学薬品
2.0%

非金属鉱物
3.2%

その他
8.7%

H22年
輸入量

225千トン

石材
78.2%

砂利・砂
7.5%

窯業品
4.3% その他

10.0%

H22年
移出量
47千トン

セメント
63.2%

石油製品
31.7%

重油
2.6%

石材
1.1%

その他
1.4%

H22年
移入量

223千トン

出典：港湾統計及び島根県提供資料

３３．浜田港の．浜田港の利用状況②利用状況②

◆◆取扱取扱貨物貨物量の推移量の推移

◆◆取扱取扱貨物貨物の内訳の内訳（（H2H222速報速報））

浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

※H21、H22は世界的経済危機による落ち込みの影響が現れている。
特に輸出貨物において顕著に現れている。

54

47

223

225

※H22速報値について、浜田港全体では取扱量が減少しているが、
便益対象施設では増加に転じている。

※便益対象施設：福井3号岸壁（水深14ｍ）、福井4号岸壁（水深7.5ｍ）

本事業の便益対象施設における取扱貨物量の推移
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コンテナ荷役状況（韓国航路：1便/週） ヤード内取扱状況

出典：港湾統計及び島根県提供資料

３３．．浜田浜田港の港の利用状況③利用状況③

◆コンテナ貨物（全体）◆コンテナ貨物（全体）

浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

※H21は世界的経済危機による一時的な
落ち込みの影響が現れている。

※コンテナは福井地区4号岸壁で扱って
いる。
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４４．浜田港の．浜田港の課題課題
浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

波の方向
港内に波浪

が進入

避泊水域

波浪により荷役作業が

出来ない岸壁

避泊中の船舶

《避難泊地の確保》
山陰沖周辺においては、年間100件前後の海難事故が発生している。浜田港周辺を航行する船舶の荒天時に

おける避難泊地が不足しているため、避泊が出来ないことにより、海難事故等の発生を招く恐れがある。

《港内静穏度の確保》
荒天時に十分な港内の静穏度が確保されず、今回の便益対象となる主に原木やコンテナを取り扱う岸壁での

荷役が不可能となり、静穏になるまで滞船を余儀なくさせられる。
静穏度は通常97.5％必要とされているが、本事業の整備前で83.2～88.0％、現状でも87.7％～90.8％の静穏度

しか確保されていない。

十分な避難泊地が
確保できない

新西防波堤

新西防波堤の越波状況

平成23年3月撮影
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５５．整備目的．整備目的 浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

所要の港内静穏度を確保することで、

◎航行船舶の避泊水域の確保を図る。

◎年間を通じて、船舶の安全かつ効率的な荷役作業を行い輸送コストの

削減を図る。

浜田港浜田港福井地区福井地区防波堤（新北）整備事業防波堤（新北）整備事業※※

※以下、「防波堤事業」という。
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福井地区

長浜地区

防波堤（新北）：400m

完成(200m)

残事業（200m）

６６．事業の概要．事業の概要 浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

総事業費：202億円 （既投資額：98億円） 整備期間：平成10年度～平成29年度 （進捗率：49％）

黄字：評価対象施設 ：残事業部分

福井3号岸壁（水深14m）280m

防波堤(新北)【直轄事業】

49％進捗率

104億円残事業（H23以降）

98億円既投資額

202億円全体事業

福井4号岸壁（水深7.5m）130m

87.7%

90.8%

現状
静穏度

97.5%83.2%
福井4号岸壁
（水深7.5m）

97.6%88.0%
福井3号岸壁
(水深14m)

整備後
静穏度

整備前
静穏度

対象施設

※岸壁前面の必要静穏度97.5％以上

1
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100～500GT船舶 500～1,000GT船舶

1,000～3,000GT船舶 避泊可能水域

・人的損失

・積み荷損失

・船舶損傷に伴う損失

・船舶修繕期間中の損失

・事故船処理に伴う損失

・流出油による海洋環境汚染に伴う損失

海難事故

避難可能か

海難の回避

可

不可 不可 海難の

リスク

荒天時に航行船舶が安全に避難できず、
海難が発生するリスクが生じる

２隻分の避泊

水域が不足 NWITHOUT 荒
天
予
測

回
避
可
能
か

可

66隻収容隻収容

７．事業効果（海難事故の７．事業効果（海難事故の減少による便益①減少による便益①））
浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

・浜田港へ入港する避難船の実績は、直近5ヶ年平均では75隻/年であり、近年は増加傾向で
ある。荒天時の避難船舶を受入れるためには、浜田港港内で少なくとも8隻分の避泊水域の
確保が求められているが、防波堤未整備の場合、静穏度不足により、6隻分の避泊水域しか
確保されず、避難船2隻が避難泊地に入れないこととなる。

・年間の荒天回数は、11.1回程度※であり、防波堤を整備しなければ、年間2隻×11.1回＝22.2隻
が、荒天による海難リスクにさらされる。 ※港湾投資の評価に関する解説書 より

500～1,000GT船舶 1隻
1,000～3,000GT船舶 1隻

1
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７．事業効果（海難事故の７．事業効果（海難事故の減少による便益②減少による便益②））
浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

○防波堤を整備することにより港内の静穏度が向上し2隻分（ 500～1,000GT級船舶1隻、
1,000～3,000GT級船舶1隻）の避難泊地が確保でき、海難事故による損失を回避できる。

新たに2隻分の

避泊水域を確保

2隻分の避泊

水域が不足

NWITHOUT WITH
防波堤(新北)

100～500GT船舶 500～1,000GT船舶

1,000～3,000GT船舶 避泊可能水域

100～500GT船舶 500～1,000GT船舶

1,000～3,000GT船舶 避泊可能水域

年間35億円の海難事故
による損失を回避

22.2隻/年が

海難損失を

回避

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。

○1船あたりの損失額（発生確率を考慮）

500～1,000GT級船舶 ：139百万円／隻

1,000～3,000GT級船舶：180百万円／隻

よって、

11.1日× 139百万円／隻 ＝ 15億円／年

11.1日 × 180百万円／隻 ＝ 20億円／年

∴15億円／年＋20億円／年＝35億円／年

N

66隻収容隻収容 88隻収容隻収容

1
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◆浜田港の取扱貨物のうち、防波堤事業に関する評価対象貨物は、取扱実績及び
企業ヒアリングより、 事業完了後（平成30年以降）の貨物量として587千トン/年を見
込んでいる。

（千トン）

587187合計

取扱貨物実績の動向及び企業
ヒアリング（他港からの転換、設
備増強による増加等）により推計

5920コンテナ

企業ヒアリング（岩国港からの
転換等）により推計

2000木材チップ

取扱貨物実績の動向、及び企業
ヒアリング（ボイラー燃料の石油
から石炭への転換等）により推計

10862石炭

取扱貨物実績の動向、米材へ
の転換による船舶大型化に伴う
港内他地区（長浜地区）からの
転換及び企業ヒアリング（工場
増設による増産等）により推計

220105原木

備考H30推計H22実績取扱貨物（輸入）

７７．事業効果．事業効果（評価対象貨物量）（評価対象貨物量） 浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

荒天時に

滞船が発生

荒天の際、

浜田港への

寄航順序が

変更

1
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７７．事業効果．事業効果（輸送コストの削減①）（輸送コストの削減①） 浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

防波堤を整備することにより港内静穏度の不足による荒天時の滞船が解消されること
から、それに伴う輸送コストの差を便益として計上する。

With時：浜田港を普通に利用

Without時：浜田港で滞船

浜田港浜田港

浜田港浜田港諸港

諸港

滞船※

滞船コストの削減額 年間45百万円

6

5

17

滞船日数

(日/年)

27

22

85

荷役所要日数
(日/年)

9木材チップ

7石炭

28原木

年間輸送便益
(百万円/年)

品目

※荒天により、荷役作業不可となり滞船

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。

〔滞船の解消〕

1
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With時：浜田港を利用

Without時：寄港順序変更

輸入：1,305海里（95時間）

輸入：207海里(14時間）

輸出コンテナ搬入

搬入日の変更
（約4日後）

７７．事業効果．事業効果（輸送コストの削減②）（輸送コストの削減②） 浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

釜山港秋田港

浜田港浜田港
釜山港

浜田港浜田港秋田港 新潟港

防波堤を整備することにより、港内静穏度の不足により荒天時に生じる定期コンテナ船
の浜田港への寄港順序の変更が解消されることから、それに伴う輸送コストの差を便
益として計上する。

釜山港 浜田港浜田港

釜山港

寄港順序変更コストの削減額 年間83百万円

浜田港浜田港 浜田港浜田港秋田港 新潟港

浜田港浜田港

With時：浜田港を利用

Without時：寄港順序変更

輸入 輸出

入港できず
入港できず

○寄港順序変更が解消することで
輸送距離1,098海里（81時間）削減

入港できず
入港できず

○寄港順序変更が解消されるが、釜山港までの正味の輸
送日数はほぼ同じであることから、便益として計上しない。

〔寄港順序変更の解消〕

※平成21年の浜田港における寄航順序変更実績は

年間16％（8回/51回）

新潟港

火曜 金曜 土曜 日曜

火曜 水曜

（水曜） （水曜） 土曜 日曜 月曜金曜

水曜 土曜金曜 月曜

1
5



７７．事業効果（その他効果①）．事業効果（その他効果①） 浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

・年間を通じて浜田港で安全かつ効率的な荷役が可能となることにより、他地域
（瀬戸内海側等）で震災が起きた際のリダンダンシー（日本海側から太平洋・
瀬戸内地域の物流ルート）確保に寄与する。

他地域での震災時における代替機能の確保

浜田港

境港 瀬戸内周辺等が被災し
た際に日本海側からの
輸送ルートを活用

国内各港及び海外へ

リダンダンシーの確保 （イメージ）

1
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７７．事業効果（その他効果②）．事業効果（その他効果②）

・滞船や寄港順序変更の解消に伴い、化石燃料節約と排気ガスの減
少に寄与する。

環境への負荷軽減

浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

航路航行の安全性の向上

・安全な入出港航路が確保される。

・冬期風浪等による港内施設及び港湾関連施設の被災リスクを低減
する。

港内施設等の防護

荷役作業の効率化

・港内静穏度の確保により、荷役作業時間の短縮が図られる。

1
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８８．．コスト縮減等の方策コスト縮減等の方策 浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

防波堤事業費 約40億円（17％）縮減

一般的な中詰材より比重の大きいニッケルスラグ（建設副産物）を活用し、ケーソン全体の単位体積重量を増加させる
とともに、ケーソン上部を斜面構造を採用することにより、ケーソン断面の縮小を図る。

断面の縮小
中
詰
材

中
詰
材

海砂

ニッケルスラグ

凡例

：ケーソン

：消波ブロック

：上部コンクリート

ケーソン幅の縮小

１

２

堤頭部を直立堤に

港外側

防波堤の堤頭部の形状、安定性を水理模型実験にて検証し、消波ブロックの設置形状を工夫することでブロッ
ク使用量を減少させ、コスト縮減を図る。

凡例

：ケーソン

：消波ブロック

港内側

港外側

港内側

防波堤平面図

：基礎マウンド

：基礎マウンド

斜面構造 11.7m
+6.4m

+2.0m

-15.0m -14.0m

16.4m

1
7
.0

m

1
6
.0

m

200m 200m

標準断面（①箇所） 標準断面（②箇所）

① ②

※委員会での指摘を受け、寸法表記を追記。

1
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(40)

(20)

0

20

40

60

H10 H20 H30 H40 H50 H60 H70 H79

費用 便益
残存価値 事業費現在価値
便益現在価値

3.1

1億円

86億円

87億円

1億円

262億円

9憶円

272億円

残事業

2億円残存価値

213億円総費用（C)

767億円総便益（B）

745億円海難事故等の損失回避便益

1億円管理運営費

19億円輸送コスト削減便益

3.6費用便益比（Ｂ／Ｃ）

212億円事業費

事業全体

+10％-10％+10％-10％

3.13.23.63.6事業期間

2.83.53.53.8事業費

3.42.84.03.2需要

残事業事業全体
要因

便
益

（
B

)
費

用
（
C

)

防波堤事業期間 防波堤完成後の評価期間(50年)

再評価時
（Ｈ23）

浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業９９．投資効果．投資効果

◆費用対効果分析結果 ◆感度分析結果（B/Cによる分析）

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。

※本表中の額は、平成23年度を基準年として現在価値化した後のものである。

費用対効果分析の結果、純現在価値（B-C）=５５４億円、費用便益
比（B/C）=３．６ となり、十分な投資効果があることが確認された。1
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①事業の必要性等の視点
１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

２）事業の投資効果

費用便益費（Ｂ／Ｃ） ＝ 3.6（事業全体） 3.1（残事業）

３）事業の進捗状況

◇総 事 業 費 ： 202億円 （既投資額：98億円）
◇残 事 業 費 ： 104億円
◇事業進捗率 ： 49％ （平成22年度末）

②事業の進捗の見込み

◇平成29年度完了予定。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性

◇一般的な中詰材より比重の大きいニッケルスラグ（建設副産物）を活用し、ケーソン全体の単位体積重量を増加させるとともに、ケーソン上部を斜面
構造を採用することにより、ケーソン断面の縮小を図る。

◇防波堤の堤頭部の形状、安定性を水理模型実験にて検証し、消波ブロックの設置形状を工夫することでブロック使用量を減少させ、コスト縮減を図る。

【今後の対応方針（原案）】

上記①、②の各視点により、効果が十分に見込まれると判断できることから継続が妥当

１．再評価の視点

２．港湾管理者（島根県）への意見照会結果
◇浜田港福井地区防波堤（新北）整備事業の事業再評価に係わる対応方針（原案）（案）については異存ありません。

浜田港は島根県唯一の国際貿易港であり、また、高速道路で結ばれている広島都市圏とも近いため、発展著しい北東アジア地域に向けた日本海側、

特に中国圏域の拠点港として今後の取扱貨物の増加が見込まれ、島根県はもとより背後中国圏域の経済活性化に重要な役割を果たす港として位置
づけ、機能強化を進めているところですが、港が北西方向に開口しており、日本海特有の冬期風浪時の激浪が、コンテナ船やローロー船など外国貿易
船が接岸する福井地区に進入し、年間を通じての安全な荷役作業が出来ない状況が生じています。このことを解消するため、波浪の進入を防ぐ防波堤
（新北）の事業促進をし、早期完成を図って頂きたい。

◇平成２０年７月、ロシアとの貨物船航路（RORO船）開設。

◇浜田港周辺の道路ネットワークの整備の進展と、それに伴う背後地域への企業進出、設備投資が活発化。

１０１０．今後の対応方針．今後の対応方針 浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

2
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１１１１．前回評価時との比較．前回評価時との比較 浜田浜田港港福井地区福井地区
防波堤防波堤（新北）整備事業（新北）整備事業

3.62.1
費用便益比

（B／C）

取扱貨物量、マニュアル、原単
位の見直し及び基準年の変更
（H19→H23）のため。

767億円513億円総便益（Ｂ）

総事業費の減少及び基準年
の変更（H19→H23）のため。

213億円244億円総費用（Ｃ）

設計見直しによりコスト縮減を
図ったため。

202億円242億円総事業費

単年度事業費抑制のため。H10～H29H10～H26事業期間

防波堤（新北）防波堤（新北）事業諸元

（要因等）（H23再評価）（H19再評価）

備 考今回評価前回評価
事 項

2
1



浜田港福井地区防波堤（新北）整備事業

〔費用便益比（Ｂ／Ｃ）算定等資料〕

22



【参考資料１】

平成 23 年度

　港湾 （　港湾整備事業　） 事業評価カルテ（再評価）

事業名(箇所名)
防波堤整備事業
（浜田港 福井地区）

担当課 本省港湾局計画課 事業
主体

中国地方整備局
担当課長名 松原　裕

実施箇所

カルテ表示項目

島根県浜田市

検索対象都道府県指定（複数可）

島根県

該当基準 再々評価：再評価実施後一定期間が経過している事業（経過措置）

主な事業の諸元

防波堤（新北）：400m

完了 平成 29事業期間 事業採択 平成 10 年度

総事業費（億円） 202 残事業費(億円) 104

年度

目的・必要性

　冬期波浪等に対しても、必要となる浜田港の機能を確保するため、防波堤を整備する。

便益の主な根拠

・海難事故等による損失の回避
・輸送コスト削減（平成３０年予測取扱貨物量：59万ﾄﾝ/年）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成 23 年度

B:総便益(億円) 767 C:総費用(億円) 213 全体B/C 3.6 B-C 554 EIRR (%) 12.2

残事業の投資効率性 B:総便益(億円) 272 C:総費用(億円) 87 継続B/C 3.1

3.4（ 3.2 ～ 4.0 ）

～

（ 2.8 ～

3.1

）

建 設 費（+10%～-10%） （ 3.5 ～ 3.8 ） （ 2.8

事業の効果等

　当該事業を実施することにより、避難水域を確保することで、海難事故による損失の回避に資することが
できる。また、年間を通じて安全かつ効率的な浜田港の利用が可能になることで、輸送コストの削減が図ら
れる。

感度分析

事業全体のＢ／Ｃ 残事業のＢ／Ｃ

需　　要（-10%～+10%）

3.5 ）

建設期間（+10%～-10%）

十分な事業の投資効果が確認されているため。

～ 3.2 ）（ 3.6 ～ 3.6 ） （

社会経済情勢等
の変化

・平成２０年７月、ロシアとの貨物船航路（RORO船）開設。
・浜田港周辺の道路ネットワークの整備の進展と、それに伴う背後地域の企業進出・設備投資の活発化。

主な事業の
進捗状況

総事業費202億円、既投資額98億円
平成22年度末現在　事業進捗率49%

安全 安全な入出港航路が確保される。

主な事業の
進捗の見込み

平成29年度に完成予定

コスト縮減や
代替案立案等の可
能性

・一般的な中詰材より比重の大きいニッケルスラグ（建設副産物）を活用し、ケーソン全体の単位体積重量
を増加させる。加えて、ケーソン上部を斜面構造を採用することにより、ケーソン断面の縮小を図る。
・防波堤の堤頭部の形状、安定性を水理模型実験にて検証し、消波ブロックの設置形状を工夫することで
ブロック使用量を減少させ、コスト縮減を図る。

貨幣換算が困難な
効果等による評価

対応方針 継続

対応方針理由

評価の観点 貨幣換算が困難な効果

環境 滞船や寄港順序変更の解消に伴い、化石燃料節約と排気ガスの減少に寄与する。

安全 年間を通じて浜田港で安全かつ効率的な荷役が可能となることにより、他地域（瀬戸内
海側等）で震災が起きた際のリダンダンシー（日本海側から太平洋・瀬戸内地域の物流
ルート）確保に寄与する。

安全 港内静穏度の確保により、荷役作業時間の短縮が図られる。

安全 冬期風浪等による港内施設及び港湾関連施設の被災リスクを低減する。
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【参考資料２】重要港湾 ［浜田港］ 防波堤（新北）整備事業（全体事業の投資効率性）
費用便益分析シート(割引前) 費用便益分析シート(割引後)

EIRR= 12.2% NPV= 554 億円
B/C= 3.6

(億円) (億円)

初期投資・
更新投資

管理運営費 総費用（C） 輸送便益
CO2排出量

削減便益
安全便益 残存価値

総便益
（B）

純便益
（B-C）

社会的
割引率

初期投資・
更新投資

管理運営費 総費用（C） 輸送便益
CO2排出量削

減便益
安全便益 残存価値

総便益
（B）

純便益
（B-C）

1998 0.4 0.4 -0.4 1998 1.67 0.6 0.6 -0.6

1999 4.4 4.4 -4.4 1999 1.60 7.4 7.4 -7.4

2000 11.2 11.2 -11.2 2000 1.54 18.1 18.1 -18.1

2001 3.8 3.8 -3.8 2001 1.48 6.1 6.1 -6.1

2002 12.4 12.4 -12.4 2002 1.42 19.1 19.1 -19.1

2003 3.8 3.8 -3.8 2003 1.37 5.5 5.5 -5.5

2004 5.8 5.8 -5.8 2004 1.32 8.0 8.0 -8.0

2005 8.5 8.5 -8.5 2005 1.27 11.3 11.3 -11.3

2006 8.5 8.5 -8.5 2006 1.22 10.7 10.7 -10.7

2007 8.6 8.6 -8.6 2007 1.17 10.1 10.1 -10.1

2008 8.5 8.5 -8.5 2008 1.12 9.3 9.3 -9.3

2009 9.9 9.9 -9.9 2009 1.08 10.7 10.7 -10.7

2010 8.1 8.1 0.2 19.9 20.1 12.1 2010 1.04 8.4 8.4 0.2 20.7 20.9 12.5

2011 9.1 9.1 0.2 19.9 20.1 11.0 2011 1.00 9.1 9.1 0.2 19.9 20.1 11.0

2012 8.2 8.2 0.2 19.9 20.1 11.9 2012 0.96 7.9 7.9 0.2 19.2 19.3 11.4

2013 13.3 13.3 0.2 19.9 20.1 6.8 2013 0.92 12.3 12.3 0.2 18.4 18.6 6.3

2014 14.3 14.3 0.2 19.9 20.1 5.8 2014 0.89 12.7 12.7 0.2 17.7 17.9 5.2

2015 19.0 19.0 0.2 19.9 20.1 1.1 2015 0.85 16.3 16.3 0.2 17.0 17.2 0.9

2016 19.0 19.0 0.2 19.9 20.1 1.1 2016 0.82 15.7 15.7 0.2 16.4 16.5 0.9

2017 15.6 15.6 0.2 19.9 20.1 4.5 2017 0.79 12.3 12.3 0.1 15.8 15.9 3.6

2018 1 1.3 35.3 36.6 36.6 2018 1 0.76 1.0 26.9 27.8 27.8

2019 2 1.3 35.3 36.6 36.6 2019 2 0.73 0.9 25.8 26.8 26.8

2020 3 1.3 35.3 36.6 36.6 2020 3 0.70 0.9 24.8 25.7 25.7

2021 4 1.3 35.3 36.6 36.6 2021 4 0.68 0.9 23.9 24.7 24.7

2022 5 1.3 35.3 36.6 36.6 2022 5 0.65 0.8 23.0 23.8 23.8

2023 6 1.3 35.3 36.6 36.6 2023 6 0.62 0.8 22.1 22.9 22.9

2024 7 1.3 35.3 36.6 36.6 2024 7 0.60 0.8 21.2 22.0 22.0

2025 8 1.3 35.3 36.6 36.6 2025 8 0.58 0.7 20.4 21.2 21.2

2026 9 1.3 35.3 36.6 36.6 2026 9 0.56 0.7 19.6 20.3 20.3

2027 10 1.3 35.3 36.6 36.6 2027 10 0.53 0.7 18.9 19.6 19.6

2028 11 1.3 35.3 36.6 36.6 2028 11 0.51 0.7 18.1 18.8 18.8

2029 12 1.3 35.3 36.6 36.6 2029 12 0.49 0.6 17.4 18.1 18.1

2030 13 1.3 35.3 36.6 36.6 2030 13 0.47 0.6 16.8 17.4 17.4

2031 14 1.3 35.3 36.6 36.6 2031 14 0.46 0.6 16.1 16.7 16.7

2032 15 1.3 35.3 36.6 36.6 2032 15 0.44 0.6 15.5 16.1 16.1

2033 16 1.2 1.2 1.3 35.3 36.6 35.4 2033 16 0.42 0.5 0.5 0.5 14.9 15.5 15.0

2034 17 1.3 35.3 36.6 36.6 2034 17 0.41 0.5 14.3 14.9 14.9

2035 18 1.3 35.3 36.6 36.6 2035 18 0.39 0.5 13.8 14.3 14.3

2036 19 1.3 35.3 36.6 36.6 2036 19 0.38 0.5 13.3 13.7 13.7

2037 20 1.3 35.3 36.6 36.6 2037 20 0.36 0.5 12.8 13.2 13.2

2038 21 1.3 35.3 36.6 36.6 2038 21 0.35 0.4 12.3 12.7 12.7

2039 22 1.3 35.3 36.6 36.6 2039 22 0.33 0.4 11.8 12.2 12.2

2040 23 1.3 35.3 36.6 36.6 2040 23 0.32 0.4 11.3 11.7 11.7

2041 24 1.3 35.3 36.6 36.6 2041 24 0.31 0.4 10.9 11.3 11.3

2042 25 1.3 35.3 36.6 36.6 2042 25 0.30 0.4 10.5 10.9 10.9

2043 26 1.3 35.3 36.6 36.6 2043 26 0.29 0.4 10.1 10.4 10.4

2044 27 1.3 35.3 36.6 36.6 2044 27 0.27 0.4 9.7 10.0 10.0

2045 28 1.3 35.3 36.6 36.6 2045 28 0.26 0.3 9.3 9.7 9.7

2046 29 1.3 35.3 36.6 36.6 2046 29 0.25 0.3 9.0 9.3 9.3

2047 30 1.3 35.3 36.6 36.6 2047 30 0.24 0.3 8.6 8.9 8.9

2048 31 1.2 1.2 1.3 35.3 36.6 35.4 2048 31 0.23 0.3 0.3 0.3 8.3 8.6 8.3

2049 32 1.3 35.3 36.6 36.6 2049 32 0.23 0.3 8.0 8.3 8.3

2050 33 35.3 35.3 35.3 2050 33 0.22 7.7 7.7 7.7

2051 34 35.3 35.3 35.3 2051 34 0.21 7.4 7.4 7.4

2052 35 35.3 35.3 35.3 2052 35 0.20 7.1 7.1 7.1

2053 36 35.3 35.3 35.3 2053 36 0.19 6.8 6.8 6.8

2054 37 35.3 35.3 35.3 2054 37 0.19 6.5 6.5 6.5

2055 38 35.3 35.3 35.3 2055 38 0.18 6.3 6.3 6.3

2056 39 35.3 35.3 35.3 2056 39 0.17 6.1 6.1 6.1

2057 40 35.3 35.3 35.3 2057 40 0.16 5.8 5.8 5.8

2058 41 35.3 35.3 35.3 2058 41 0.16 5.6 5.6 5.6

2059 42 35.3 35.3 35.3 2059 42 0.15 5.4 5.4 5.4

2060 43 35.3 35.3 35.3 2060 43 0.15 5.2 5.2 5.2

2061 44 35.3 35.3 35.3 2061 44 0.14 5.0 5.0 5.0

2062 45 35.3 35.3 35.3 2062 45 0.14 4.8 4.8 4.8

2063 46 1.2 1.2 35.3 35.3 34.1 2063 46 0.13 0.2 0.2 4.6 4.6 4.4

2064 47 35.3 35.3 35.3 2064 47 0.13 4.4 4.4 4.4

2065 48 35.3 35.3 35.3 2065 48 0.12 4.3 4.3 4.3

2066 49 35.3 35.3 35.3 2066 49 0.12 4.1 4.1 4.1

2067 50 35.3 19.2 54.5 54.5 2067 50 0.11 3.9 2.1 6.1 6.1

192.4 3.6 196.0 42.5 1,927.0 19.2 1,988.6 1,792.7 211.6 0.9 212.6 19.4 745.3 2.1 766.9 554.3合　計

施設供
用期間年度

割　　引　　前

合　計

年度
施設供
用期間

割　　引　　後

2
4



【参考資料３】

浜田港福井地区防波堤整備事業

費用便益の概要

便益

単位当りの便益
項目 区分

単位 備考 単位

利用者便益 輸送コスト削減便益 0.2 千円／トン・年 滞船、寄港順序変更解消による輸送費用の削減 1.3 億円/年

安全便益 海難事故等の回避便益 35.3 億円/年 避難機能の確保による海難事故等の回避 35.3 億円/年

残存価値 残存価値 19.2 億円

＊便益の算出にあたっては、「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル（平成２３年度）」を参照
費用

　費用項目

　事業の対象施設

防波堤の残存価値

建設費、管理運営費

防波堤（新北）400ｍ

便益（代表年）

2
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【参考資料４－１】

〔輸送コスト削減便益〕

浜田港で取扱う貨物の削減額を算出する。

プロジェクト実施により、輸送費用が１．3億円/年削減可能となる。

なお、「港湾投資の評価に関する解説書　港湾事業評価手法に関する研究委員会編」を以下「解説書」という。

「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル（平成23年度）　国土交通省」を以下「マニュアル」という。

【輸入コンテナ】

With時 Without時

釜山→浜田
釜山→(浜田)→秋田→新

潟→浜田

① 年間取扱貨物量(ﾄﾝ/年) 59,000 59,000 平成30年予測取扱貨物量

② 便益対象貨物量(ﾄﾝ/年) 11,269 11,269 ①×荷役限界波高率(0.191)

③ 20fｺﾝﾃﾅ個数(個) 242 242 解説書

④ 40fｺﾝﾃﾅ個数(個) 242 242 解説書

⑤ 20fｺﾝﾃﾅ1個当りの時間費用原単位(円/時) 1,200 1,200 マニュアル

⑥ 40fｺﾝﾃﾅ1個当りの時間費用原単位(円/時) 1,800 1,800 マニュアル

⑦ 海上輸送距離(片道・海里) 207 1,305 距離表

⑧ 航海速度(ﾉｯﾄ) 15 15 マニュアル

⑨ １寄港当りの積み卸しﾀｰﾐﾅﾙ時間(時/個) 0 8 秋田港、新潟港での積み卸し

⑩ ｺﾝﾃﾅ1個当りの海上輸送時間(時/個) 13.8 95.0 ⑦/⑧＋⑨

⑪ 20fｺﾝﾃﾅ海上輸送時間費用(千円/年) 4,008 27,588 ③×⑤×⑩/1000

⑫ 40fｺﾝﾃﾅ海上輸送時間費用(千円/年) 6,011 41,382 ④×⑥×⑩/1000

Ⅰ 海上輸送時間便益(千円/年)

⑬ 航行日数(日) 1 4 ⑩/24時間

⑭ 20fｺﾝﾃﾅ1個当りの海上輸送費用原単位(円/個) 23,911 64,083 マニュアル

⑮ 40fｺﾝﾃﾅ1個当りの海上輸送費用原単位(円/個) 35,844 96,066 マニュアル

⑯ 20fｺﾝﾃﾅ海上輸送費用(千円/年) 5,786 15,508 ③×⑭/1000

⑰ 40fｺﾝﾃﾅ海上輸送費用(千円/年) 8,674 23,248 ④×⑮/1000

Ⅱ 海上輸送便益(千円/年)

輸送便益（千円/年） Ⅰ＋Ⅱ

※(浜田)は、寄港順序変更により、再度浜田に寄港する。

24,296

83,247

備考項目

58,951
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【参考資料４－２】

【原木】

With時 Without時 備考

① 年間荷役日数(日/年) 85 85 浜田港荷役実績

② 岸壁前面の波高が0.5m以上になる割合 0.191 0 荷役限界波高率

③ 年間滞船日数(日/年) 17 0 ①×②

④ 年間滞船時間(時間/年) 390 0 ①×24時間×②

⑤ 滞船費用(千円/時間) 73 73 マニュアル

⑥ 滞船費用削減便益(千円/年) 28,470 0 ④×⑤

滞船費用削減便益合計(千円/年)

【石炭】

With時 Without時 備考

① 年間荷役日数(日/年) 22 22 浜田港荷役実績

② 岸壁前面の波高が0.5m以上になる割合 0.191 0 荷役限界波高率

③ 年間滞船日数(日/年) 5 0 ①×②

④ 年間滞船時間(時間/年) 101 0 ①×24時間×②

⑤ 滞船費用(千円/時間) 73 73 マニュアル

⑥ 滞船費用削減便益(千円/年) 7,373 0 ④×⑤

滞船費用削減便益合計(千円/年)

【木材チップ】

With時 Without時 備考

① 年間荷役日数(日/年) 27 27 浜田港荷役実績

② 岸壁前面の波高が0.5m以上になる割合 0.191 0 荷役限界波高率

③ 年間滞船日数(日/年) 6 0 ①×②

④ 年間滞船時間(時間/年) 124 0 ①×24時間×②

⑤ 滞船費用(千円/時間) 73 73 マニュアル

⑥ 滞船費用削減便益(千円/年) 9,052 0 ④×⑤

滞船費用削減便益合計(千円/年)

項目

9,052

項目

28,470

項目

7,373
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【参考資料４－３】

〔残存価値〕

プロジェクトの供用期間の終了とともに、その時点で残っている資産を残存価値として精算されると仮定する。

本プロジェクトにおいて残存価値を計上できる防波堤の残存価値を計上する。

供用期間の終了とともに、19．2億円の残存価値が発生する。

With時 Without時

50 －

50 －

192.4 －

19.2 －

※１事業終了後H30～H79

(1-(9/10)×(Ｉ/Ｌ)×Ａ

項目

《防波堤》

Ｉ：投資後からの年数（年）※１

Ｌ：耐用年数

Ａ：当初価格（億円）

28



【参考資料５】

港湾整備事業　事業費 【再評価】

（１）事業費
全体事業費 残事業費

（億円） （億円）
189 102

189 102

基礎工 400 m 57 31

本体工 400 m 47 27

被覆・根固工 400 m 10 6

上部工 400 m 12 7

消波工 400 m 51 25

撤去工 1 式 12 6

2 0

式 2 0

11 2

202 104

※過年度実績及び港湾請負工事積算基準より算出している。
※残事業費は平成22年度末時点。

（２）管理運営費
金額

（億円/15年）
1 式 1.2

※近隣の日本海側防波堤の実績を参考に設定。
管理運営費

数量

工事費

防波堤

用地費及補償費

項目 数量

項目

補償費

間接経費

合計

29



浜田港福井地区防波堤（新北）整備事業

〔島根県への意見照会と回答〕
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（別紙）

【港湾事業】

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

浜田港福井地区防波堤
（新北）整備事業

継続

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る
　対応方針（原案）を作成するためのものです。
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